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○海老名市個人情報保護審査会条例 

令和４年12月19日 

条例第25号 

海老名市個人情報保護審査会条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、海老名市個人情報保護審査会の設置、組織、運営等に関し、必

要な事項を定める。 

（設置） 

第２条 次に掲げる事務を行うため、海老名市個人情報保護審査会（以下「審査会」

という。）を置く。 

(１) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）

第105条第３項において準用する同条第１項の規定による諮問及び海老名市議会

の個人情報の保護に関する条例（令和４年条例第23号。以下「議会個人情報保護

条例」という。）第45条第１項の規定による諮問に応じ審査請求について調査審

議すること。 

(２) 海老名市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例（令和４年条例第

24号）第５条の規定による諮問及び議会個人情報保護条例第50条の規定による諮

問に応じ個人情報の適正な取扱いを確保することについて調査審議すること。 

（組織及び委員） 

第３条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 審査会の委員（以下「委員」という。）は、個人情報保護制度に関し見識を有す

る者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 市長は、委員が職務の遂行ができないと認めるとき又は委員に職務上の義務違反

その他委員たるに適しない非行があると認めるときは、その委員を解嘱することが

参考資料１－１
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できる。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様と

する。 

（会長及び副会長） 

第４条 審査会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は審査会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（審査会の調査権限等） 

第５条 審査会は、第２条第１号の規定による調査審議のため必要があると認めると

きは、諮問をした機関（以下「諮問実施機関」という。）に対し、行政文書（海老

名市情報公開条例（平成14年条例第32号）第２条第２号に規定する行政文書をいう。

以下同じ。）又は保有個人情報（法第60条第１項に規定する保有個人情報をいう。

以下同じ。）の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会

に対し、その提示された行政文書又は保有個人情報の開示を求めることができない。 

２ 諮問実施機関は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒ん

ではならない。 

３ 審査会は、第２条第１号の規定による調査審議のため必要があると認めるときは、

諮問実施機関に対し、行政文書に記録されている情報又は保有個人情報に含まれて

いる情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は整理した資料を作成し、

審査会に提出するよう求めることができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求の調査審議に際し、審

査請求人、参加人又は諮問実施機関（以下「審査請求人等」という。）に意見書又

は資料（以下「意見書等」という。）の提出を求めること、適当と認める者にその

知っている事実を陳述させること又は鑑定を求めることその他必要な調査をするこ

とができる。 

５ 審査会は、第２条第２号の規定による調査審議のため必要があると認めるときは、
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諮問実施機関の職員その他の関係者に対し、資料の提出及び説明を求めることがで

きる。 

（意見の陳述等） 

第６条 審査会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求人等に口

頭で意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会が、その必要がな

いと認めるときは、この限りでない。 

（意見書等の提出） 

第７条 審査請求人等は、審査会に対し、意見書等を提出することができる。ただし、

審査会が意見書等を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提

出しなければならない。 

（提出資料の閲覧） 

第８条 審査会は、第５条第３項若しくは第４項又は前条の規定による意見書等の提

出があったときは、当該意見書等の写し（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この項及び次項において

同じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面）を当該意

見書等を提出した審査請求人等以外の審査請求人等に送付するものとする。ただし、

第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその他正当な理由があるとき

は、この限りでない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書等の閲覧（電磁的記

録にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示したものの閲覧）

又は写しの交付を求めることができる。この場合において、審査会は、第三者の利

益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、

その閲覧又は写しの交付を拒むことができない。 

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定により閲覧をさせよう

とするときは、当該送付又は閲覧に係る意見書等を提出した審査請求人等の意見を

聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、この
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限りでない。 

４ 審査会は、第２項に規定する閲覧について、その日時及び場所を指定することが

できる。 

５ 第２項の意見書等の写しの交付に要する費用は、当該写しの交付を求める者の負

担とする。 

（会議） 

第９条 審査会の会議は、会長が招集し、会長は会議の議長となる。 

２ 審査会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

（調査審議の非公開等） 

第１０条 第２条第１号の規定による調査審議については、非公開とする。 

２ 第２条第２号の規定による調査審議については、公開とする。ただし、適切な調

査審議を行うため会議の運営上必要と認める場合は、この限りでない。 

（答申書の公表等） 

第１１条 審査会は、第２条第１号に規定する諮問に係る答申をしたときは、当該答

申に係る答申書の写しを審査請求人等に送付するとともに、当該答申の内容を公表

するものとする。 

２ 審査会は、第２条第２号に規定する諮問に係る答申をしたときは、当該答申の内

容を公表するものとする。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が

審査会に諮って定める。 

（罰則） 

第１３条 第３条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は

50万円以下の罰金に処する。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

（準備行為） 

２ 第３条第２項の規定による審査会の委員の委嘱に関し必要な行為は、この条例の

施行の日前においても行うことができる。 
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○海老名市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例 

令和４年12月19日 

条例第24号 

海老名市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「市の機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法で使用する用語の例

による。 

（条例個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第３条 市の機関は、法第74条第２項第９号に規定する個人情報ファイルを保有して

いる場合（当該個人情報ファイルが同項第１号から第８号まで及び第10号に規定す

る個人情報ファイルにも該当する場合を除く。）は、当該個人情報ファイルについ

て、個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳簿（以下「条例個人情報ファ

イル簿」という。）を作成し、公表しなければならない。 

２ 条例個人情報ファイル簿の作成及び公表は、個人情報ファイル簿の例による。 

（開示請求に係る手数料及び費用負担） 

第４条 法第89条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、零円と

する。 

２ 開示請求に係る保有個人情報（法第87条ただし書の規定により保有個人情報を複

写したものを含む。）の写しの交付に要する費用は、当該開示請求をする者の負担

とする。 

（審査会への諮問） 

第５条 市の機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱

参考資料１－２
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いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める

ときは、海老名市個人情報保護審査会に諮問することができる。 

(１) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(２) 法第66条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

(３) 海老名市防犯カメラの設置及び運用に関する条例（平成27年条例第11号）第

８条第４項又は第10条第２項の規定により意見を聴こうとする場合 

(４) 前３号の場合のほか、市の機関における個人情報の取扱いに関する運用上の

細則を定めようとする場合 

（運用状況の公表） 

第６条 市の機関は、毎年度、個人情報保護制度の運用状況について、一般に公表し

なければならない。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市の機関が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（海老名市個人情報保護条例の廃止） 

２ 海老名市個人情報保護条例（平成17年条例第13号。以下「旧条例」という。）は、

廃止する。 

（旧条例の廃止に伴う経過措置） 

３ 次に掲げる者に係る旧条例第10条、第12条第２項及び第12条の２第２項の規定に

よるその業務に関して知り得た旧条例第２条第２号に規定する個人情報（以下「旧

個人情報」という。）をみだりに他人に知らせ、若しくは不当な目的に利用しては

ならない義務若しくは責務又は知り得た旧個人情報を他人に漏らし、若しくは目的

の範囲を超えて使用してはならない責務については、なお従前の例による。 

(１) この条例の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下「旧

実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関
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の職員であった者 

(２) この条例の施行の際現に旧条例第12条第２項の受託事務に従事している者又

はこの条例の施行前において従事していた者 

(３) この条例の施行の際現に旧条例第12条の２第２項の業務に従事している者又

はこの条例の施行前において従事していた者 

４ この条例の施行前に旧条例第17条、第30条又は第38条の規定による請求がされた

場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止については、

なお従前の例による。 

５ この条例の施行前に旧条例第46条の海老名市個人情報保護審査会（以下「旧審査

会」という。）に対して諮問された審査請求に係る事件については、この条例の施

行後は、海老名市個人情報保護審査会条例（令和４年条例第25号）第２条の海老名

市個人情報保護審査会が承継する。 

６ この条例の施行前において旧審査会の委員であった者に係る旧条例第47条第６項

の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならない義務については、なお従前

の例による。 

７ 附則第３項各号に掲げる者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項

が記録された旧条例第２条第４号に規定する保有個人情報（指定管理者が公の施設

の管理に関する業務に関し取り扱う個人情報を含む。以下「旧保有個人情報」とい

う。）を含む情報の集合物で、一定の事務の目的を達成するために特定の旧保有個

人情報を電子計算機を用いて検索することができるようにしたもの（その全部又は

一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこの条例の施行後に提供したときは、

２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

８ 附則第３項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た旧保有個人情報をこの

条例の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用し

たときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

９ 附則第６項の規定によりなお従前の例によることとされた義務に違反して秘密を

漏らした者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 
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10 前３項の規定は、本市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。 

11 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（海老名市情報公開条例の一部改正） 

12 海老名市情報公開条例（平成14年条例第32号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（海老名市災害対策基本条例の一部改正） 

13 海老名市災害対策基本条例（平成26年条例第26号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（海老名市債権管理条例の一部改正） 

14 海老名市債権管理条例（平成29年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（海老名市防犯カメラの設置及び運用に関する条例の一部改正） 

15 海老名市防犯カメラの設置及び運用に関する条例の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（海老名市立えびな市民活動センター設置条例等の一部改正） 

16 次に掲げる条例の規定中「海老名市個人情報保護条例（平成17年条例第13号）」

を「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」に改める。 

(１) 海老名市立えびな市民活動センター設置条例（平成24年条例第40号）第29条

第１項 

(２) 海老名市立コミュニティセンター条例（昭和61年条例第34号）第27条第１項 

(３) 海老名市文化会館条例（平成17年条例第28号）第30条第１項 

(４) 海老名市立スポーツ施設設置条例（平成17年条例第31号）第27条第１項 

(５) 海老名市医療センター設置条例（平成17年条例第19号）第21条第１項 

(６) 海老名市立総合福祉会館条例（平成17年条例第20号）第27条第１項 

(７) 海老名市障害者デイサービスセンター等設置条例（昭和53年条例第21号）第

23条第１項 
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(８) 海老名市立わかば会館等に関する条例（平成17年条例第22号）第29条第１項 

(９) 海老名市保育所設置条例（昭和45年条例第34号）第18条第１項 

(10) 海老名市営自動車駐車場条例（平成７年条例第13号）第24条第１項 

(11) 海老名市自転車等駐車場条例（平成10年条例第８号）第31条第１項 

(12) 海老名市都市公園条例（平成17年条例第27号）第45条第１項 

(13) 海老名市海老名駅自由通路設置条例（平成21年条例第27号）第17条第２項 

(14) 海老名市海老名駅西口特定公共施設設置条例（平成27年条例第18号）第17条

第１項 

(15) 海老名市食の創造館設置条例（平成24年条例第18号）第30条第１項 

(16) 海老名市立図書館条例（昭和59年条例第30号）第20条第１項 
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○海老名市個人情報の保護に関する法律等の施行に関する規則 

令和４年12月19日 

規則第32号 

海老名市個人情報の保護に関する法律等の施行に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」

という。）及び海老名市個人情報の保護に関する法律の施行に関する条例（令和４

年条例第24号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める。 

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例で使用する用語の例による。 

（個人情報管理責任者） 

第３条 市長は、保有個人情報の取扱い、管理その他の適正な維持管理のため、個人

情報管理責任者を置く。 

２ 個人情報管理責任者は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

(１) 海老名市一般職の職員の職の設置に関する規則（昭和39年規則第３号）第２

条に規定する課長 

(２) 海老名市消防本部の組織等に関する規則（昭和44年規則第５号）第５条第１

項に規定する課長 

(３) 海老名市消防署の組織に関する規程（昭和61年消本訓令第１号）第３条第２

項第１号に規定する課長 

３ 個人情報管理責任者は、次に掲げる事務を行う。 

(１) 保有個人情報の適正な管理に関すること。 

(２) 保有個人情報の取扱い、収集、利用及び提供の制限並びに利用停止等保有個

人情報の取扱状況の把握に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関すること。 

（個人情報管理主任） 

第４条 市長は、個人情報管理責任者の職務を補助させるため、個人情報管理主任を

参考資料１－３
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置く。 

２ 個人情報管理主任は、前条第２項の個人情報管理責任者の属する課等において、

庶務を担当する係長又はこれに相当する職にある者をもって充てる。 

（個人情報ファイル簿の様式） 

第５条 法第75条第１項に規定する個人情報ファイル簿の様式は、第１号様式のとお

りとする。 

（条例個人情報ファイル簿の様式） 

第６条 条例第３条第１項に規定する条例個人情報ファイル簿の様式は、第２号様式

のとおりとする。 

（開示請求） 

第７条 法第77条第１項の規定による開示請求は、保有個人情報開示請求書（第３号

様式）により行うものとする。 

（開示決定等の通知） 

第８条 法第82条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示決定通知書（第４号

様式）により行うものとする。 

第９条 法第82条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決定通知書（第５

号様式）により行うものとする。 

（開示決定等の期限延長の通知） 

第１０条 法第83条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期限延長通

知書（第６号様式）により行うものとする。 

第１１条 法第84条の規定による通知は、保有個人情報開示決定等期限特例延長通知

書（第７号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第１２条 法第85条第１項前段の規定による移送は、保有個人情報開示請求事案移送

書（第８号様式）により行うものとする。 

第１３条 法第85条第１項後段の規定による通知は、保有個人情報開示請求事案移送

通知書（第９号様式）により行うものとする。 
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（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第１４条 法第86条第１項及び第２項の規定による通知は、意見書提出機会付与通知

書（第10号様式）により行うものとする。 

第１５条 法第86条第１項及び第２項の規定による意見書の提出は、開示決定等に関

する意見書（第11号様式）により行うものとする。 

第１６条 法第86条第３項の規定による通知は、反対意見書に係る保有個人情報開示

通知書（第12号様式）により行うものとする。 

（電磁的記録の開示方法） 

第１７条 法第87条第１項の市長が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の種

類に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。ただし、第１号及び第２

号アの規定の適用は、全部を開示できるものに限る。 

(１) 録音テープ又はビデオテープ 録音テープ若しくはビデオテープを専用機器

により再生したものの視聴又は当該録音テープ若しくはビデオテープに複写した

ものの交付 

(２) その他の電磁的記録 

ア 電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧若しくは視聴又は当該電磁

的記録をフレキシブルディスクカートリッジ若しくは光ディスクに複写したも

のの交付 

イ 電磁的記録を専用機器により用紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

（開示の実施方法等の申出等） 

第１８条 法第87条第３項の規定による申出は、保有個人情報開示実施方法等申出書

（第13号様式）により行うものとする。 

２ 保有個人情報の閲覧又は視聴をする者は、当該保有個人情報を汚損し、又は破損

することのないよう丁寧に取り扱わなければならない。 

３ 市長は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれのある者に対しては、保有個

人情報の閲覧若しくは視聴を中止させ、又は禁止することができる。 

（写しの交付部数） 
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第１９条 保有個人情報の写しの交付の部数は、１件につき１部とする。 

（写しの交付に要する費用） 

第２０条 条例第４条第２項の写しの交付に要する費用は、前納とし、当該費用の額

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(１) 市が設置する電子複写機により作成する場合 単色複写のときは写し１面に

つき10円、多色複写のときは写し１面につき50円 

(２) 複写委託契約により作成を委託する場合 写し１件につき当該委託契約で定

める額 

(３) 電磁的記録、フィルムその他の媒体の複製 当該複製に要する実費 

(４) 送付に要する費用 当該送付に要する郵便料相当額 

２ 前項第１号の場合において、用紙は、日本産業規格A列３番までのものを用いるも

のとする。ただし、これを超える規格の用紙を用いた場合は、日本産業規格A列３番

による用紙を用いた場合の面数に換算して算定する。 

（写しの送付に要する費用の納付の方法） 

第２１条 個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号）第28条第４項

の規則で定める方法は、海老名市予算決算会計規則（平成10年規則第21号）第45条

第１項の規定によるものとする。 

（訂正請求） 

第２２条 法第91条第１項の規定による訂正請求は、保有個人情報訂正請求書（第14

号様式）により行うものとする。 

（訂正決定等の通知） 

第２３条 法第93条第１項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定通知書（第15

号様式）により行うものとする。 

第２４条 法第93条第２項による通知は、保有個人情報不訂正決定通知書（第16号様

式）により行うものとする。 

（訂正決定等の期限延長の通知） 

第２５条 法第94条第２項の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期限延長通
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知書（第17号様式）により行うものとする。 

第２６条 法第95条の規定による通知は、保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知

書（第18号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第２７条 法第96条第１項前段の規定による移送は、保有個人情報訂正請求事案移送

書（第19号様式）により行うものとする。 

第２８条 法第96条第１項後段の規定による通知は、保有個人情報訂正請求事案移送

通知書（第20号様式）により行うものとする。 

（提供先への通知） 

第２９条 法第97条の規定による通知は、提供保有個人情報訂正通知書（第21号様式）

により行うものとする。 

（利用停止請求） 

第３０条 法第99条第１項の規定による利用停止請求は、保有個人情報利用停止請求

書（第22号様式）により行うものとする。 

（利用停止決定等の通知） 

第３１条 法第101条第１項の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定通知書

（第23号様式）により行うものとする。 

第３２条 法第101条第２項による通知は、保有個人情報利用不停止決定通知書（第24

号様式）により行うものとする。 

（利用停止決定等の期限延長の通知） 

第３３条 法第102条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期限延

長通知書（第25号様式）により行うものとする。 

第３４条 法第103条の規定による通知は、保有個人情報利用停止決定等期限特例延長

通知書（第26号様式）により行うものとする。 

（諮問をした旨の通知） 

第３５条 法第105条第３項において準用する同条第２項の規定による通知は、個人情

報保護審査会諮問通知書（第27号様式）により行うものとする。 
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（運用状況の公表） 

第３６条 条例第６条の規定による運用状況の公表は、年度ごとの開示、訂正及び利

用停止の請求の件数、開示、訂正及び利用停止の決定の状況その他の事項について、

市の広報等に掲載して公表するものとする。 

（補則） 

第３７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（海老名市個人情報保護条例施行規則の廃止） 

２ 海老名市個人情報保護条例施行規則（平成17規則第23号）は、廃止する。 

（海老名市防犯カメラの設置及び運用に関する条例施行規則の一部改正） 

３ 海老名市防犯カメラの設置及び運用に関する施行規則（平成27年規則第８号）の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
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海老名市情報公開条例施行規則（平成１４年規則第３１号）新旧対照表 

新 旧 

海老名市情報公開条例施行規則 

第１条―第１０条 ＜略＞ 

（行政文書の写しの交付に要する費用の徴収） 

第１１条 条例第１６条第２項、第２２条第５項及び第２７条に規定する写しの交付に

要する費用は、前納とし、その額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。

(１) 市が設置する電子複写機により作成する場合 単色複写のときは写し１面につ

き１０円、多色複写のときは写し１面につき５０円 

(２) 複写委託契約により作成を委託する場合 写し１件につき当該委託契約で定め

る額 

(３) 電磁的記録、フィルムその他の媒体の複製 当該複製に要する実費 

(４) 送付に要する費用 当該送付に要する郵便料相当額 

２ 前項第１号の場合において、用紙は、日本産業規格Ａ列３番までのものを用いるも

のとする。ただし、これを超える規格の用紙を用いた場合は、日本産業規格Ａ列３番

による用紙を用いた場合の面数に換算して算定する。

第１２条 ＜略＞ 

（削り）          

（任意的な行政文書の公開） 

   海老名市情報公開条例施行規則 

第１条―第１０条 ＜略＞ 

（行政文書の写しの交付に要する費用の徴収） 

第１１条 条例第１６条第２項、第２２条第５項及び第２７条に規定する写しの交付に

要する費用は、写しの交付の際に徴収し、その額は、別に定める        

。

(１) ＜新設＞                               

(２) ＜新設＞                               

(３) ＜新設＞                           

(４) ＜新設＞                    

２ ＜新設＞                                 

第１２条 ＜略＞ 

（審査会提出資料等の閲覧等） 

第１３条 条例第２２条第２項の規定による閲覧又は写しの交付の請求は、情報公開審

査会提出資料等閲覧等請求書（第１３号様式）により行うものとする。 

２ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、速やかに、当該請求に対する諾否を決

定し、当該請求の全部を承諾するときは情報公開審査会提出資料等閲覧等承諾通知書

（第１４号様式）により、当該請求の一部を承諾するときは情報公開審査会提出資料

等閲覧等一部承諾通知書（第１５号様式）により、当該請求の全部を拒むときは情報

公開審査会提出資料等閲覧等拒否通知書（第１６号様式）により行うものとする。 

（任意的な行政文書の公開） 

参考資料１－４
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第１３条 条例第２７条に規定する行政文書の公開を申し出ようとする者は、実施機関

に任意的行政文書公開申出書（第１３号様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申出に対する通知は、行政文書の全部を公開するときは任意的行

政文書公開申出承諾通知書（第１４号様式）により、行政文書の一部を公開するとき

は任意的行政文書公開申出一部承諾通知書（第１５号様式）により、行政文書の全部

を公開しないときは任意的行政文書公開申出拒否通知書（第１６号様式）により行う

ものとする。 

（出資団体等の情報公開） 

第１４条 条例第２９条第１項に規定する出資団体等は、別表第１に定めるものとする。

２ 条例第２９条第４項に規定する出資団体等は、別表第２に定めるものとする。 

（委任） 

第１５条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

別表第１（第１４条関係） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 

別表第２（第１４条関係） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 

第１号様式―第５号様式 ＜略＞ 

第１４条 条例第２７条に規定する行政文書の公開を申し出ようとする者は、実施機関

に任意的行政文書公開申出書（第１７号様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申出に対する通知は、行政文書の全部を公開するときは任意的行

政文書公開申出承諾通知書（第１８号様式）により、行政文書の一部を公開するとき

は任意的行政文書公開申出一部承諾通知書（第１９号様式）により、行政文書の全部

を公開しないときは任意的行政文書公開申出拒否通知書（第２０号様式）により行う

ものとする。 

（出資団体等の情報公開） 

第１５条 条例第２９条第１項に規定する出資団体等は、別表第１に定めるものとする。

２ 条例第２９条第３項に規定する出資団体等は、別表第２に定めるものとする。 

（委任） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

別表第１（第１５条関係） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 

別表第２（第１５条関係） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 

第１号様式―第５号様式 ＜略＞ 
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第９号様式、第１０号様式 ＜略＞ 第９号様式、第１０号様式 ＜略＞ 
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第１２号様式 ＜略＞ 第１２号様式 ＜略＞ 
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（削り） 
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（削り） 
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（削り） 
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（削り） 
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附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



広報えびな　２０２３年４月１日号

参考資料１－５











  実施機関から審査会に提出された資料の閲覧請求に係る様式を定 

めること等について 

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い制定した海老名市個人情報保護審査会条

例において「審査請求人等は、審査会に対し、（審査請求の調査審議に際し）審査会

に提出された意見書等の閲覧（中略）又は写しの交付を求めることができる」（同条

例第８条第２項）と規定しています。【参考資料１－１及び２－１】 

しかしながら、従前の海老名市個人保護条例第５２条第２項においても同様に審査

会に提出された書類に係る審査会への閲覧請求又は写しの交付請求の規定があるもの

の、当該規定に基づく同条例施行規則の様式の請求先及び請求に係る決定者を「市

長」（実施機関）としております。 

そこで、別添（新旧対照表）のとおり本来の請求先及び決定者である審査会により

様式を定めたいものです。 

また、当該請求に対する決定については、請求の都度、審査会の議を経るのではな

く、会長の専決により実施したいため、専決とすることについて合わせて御承認いた

だきたいものです。 

なお、上記の個人情報保護に係る様式を定めること及び専決の御承認をいただいた

際には、同様の状況が生じている情報公開についても審査会における様式を定めるこ

と等の御承認いただきたいものです。 

定めたい様式 

 (１) 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等請求書（旧規則第２８号様式） 

 (２) 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等承諾通知書（旧規則第２９号様式） 

 (３) 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等一部承諾通知書（旧規則第３０号様式） 

 (４) 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等拒否通知書（旧規則第３１号様式） 

 《参考》情報公開関係の様式【参考資料２－２（P.19～22/26）】 

  ア 情報公開審査会提出資料等閲覧等請求書（旧規則第１３号様式） 

  イ 情報公開審査会提出資料等閲覧等承諾通知書（旧規則第１４号様式） 

  ウ 情報公開審査会提出資料等閲覧等一部承諾通知書（旧規則第１５号様式） 

  エ 情報公開審査会提出資料等閲覧等拒否通知書（旧規則第１６号様式） 

説明資料２（議題２関係） 
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○新旧対照表【個人情報保護】 

新 様式 旧 様式（海老名市個人情報保護条例施行規則） 

海老名市個人情報保護審査会 会長 殿 

個人情報保護審査会提出資料等閲覧等請求書 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等請求書 

海老名市個人情報保護審査会に提出された資料等について、海老名市個人情報保護条例第 52 条

第２項の規定により、次のとおり請求します。 

第28号様式（第29条関係）

海老名市個人情報保護審査会に提出された資料等について、海老名市個人情報保護審査会条例

第８条第２項の規定により、次のとおり請求します。 
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海老名市個人情報保護審査会 会長 

個人情報保護審査会提出資料等閲覧等承諾通知書 
個人情報保護審査会提出資料等閲覧等承諾通知書 

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲

覧等については、承諾することとしましたので、通知します。 

第29号様式（第29条関係）

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲

覧等については、承諾することとしましたので、通知します。 
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海老名市個人情報保護審査会 会長 

個人情報保護審査会提出資料等閲覧等一部承諾通知書 
個人情報保護審査会提出資料等閲覧等一部承諾通知書 

第30号様式（第29条関係）

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲覧等

については、一部承諾することとしましたので、通知します。 

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲覧等

については、一部承諾することとしましたので、通知します。 
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海老名市個人情報保護審査会 会長 

第31様式（第29条関係）

個人情報保護審査会提出資料等閲覧等拒否通知書 個人情報保護審査会提出資料等閲覧等拒否通知書 

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲覧等に

ついては、拒否することとしましたので、通知します。 

年  月  日に請求のありました海老名市個人情報保護審査会提出資料等の閲覧等に

ついては、拒否することとしましたので、通知します。 
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○海老名市個人情報保護条例施行規則 

平成17年５月25日 

規則第23号 

改正 平成18年８月28日規則第39号 

平成19年３月27日規則第９号 

平成22年３月31日規則第12号 

平成24年５月８日規則第27号 

平成27年10月２日規則第26号 

平成28年３月31日規則第15号 

平成30年３月29日規則第18号 

廃止 令和４年12月19日規則第32号 

海老名市個人情報保護条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、海老名市個人情報保護条例（平成17年条例第13号。以下「条例」

という。）の施行に関し、市長が保有する個人情報（以下「保有個人情報」という。）

の保護について必要な事項を定める。 

（個人情報管理責任者） 

第２条 市長は、保有個人情報の取扱い、管理その他の保有個人情報の適正な維持管

理のため、個人情報管理責任者を置く。 

２ 個人情報管理責任者は、次に掲げる職にある者をもって充てる。 

(１) 海老名市一般職の職員の職の設置に関する規則（昭和39年規則第３号）第２

条に規定する課長 

(２) 海老名市消防本部の組織等に関する規則（昭和44年規則第５号）第５条第１

項に規定する課長 

(３) 海老名市消防署の組織に関する規程（昭和61年消本訓令第１号）第３条第２

項第１号に規定する課長 

３ 個人情報管理責任者は、次に掲げる事務を行う。 

参考資料２－１

廃止前の旧規則
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(１) 保有個人情報の適正な管理に関すること。 

(２) 保有個人情報の取扱い、収集、利用及び提供の制限並びに利用停止等保有個

人情報の取扱状況の把握に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、保有個人情報の保護に関すること。 

（平成19規則９・平成22規則12・平成27規則26・一部改正） 

（個人情報管理主任） 

第３条 市長は、個人情報管理責任者の職務を補助させるため、個人情報管理主任を

置く。 

２ 個人情報管理主任は、前条第２項の個人情報管理責任者の属する課等において、

庶務を担当する係長又はこれに相当する職にある者をもって充てる。 

（収集通知書） 

第４条 条例第８条第４項の規定による通知は、個人情報収集通知書（第１号様式）

により行うものとする。 

（利用・提供通知書） 

第５条 条例第13条第３項の規定による通知は、個人情報目的外利用・提供通知書（第

２号様式）により行うものとする。 

（個人情報取扱事務登録簿） 

第６条 条例第16条第１項の個人情報取扱事務登録簿は、第３号様式とする。 

（取扱事務から除かれる行政文書等） 

第７条 条例第16条第２項第１号及び第２号に規定する行政文書で実施機関が定める

ものは、次に掲げる行政文書等とする。 

(１) 条例第16条第２項第１号関係 

ア 市の機関又は国、独立行政法人等若しくは他の地方公共団体（以下「市等」

という。）の職員の職務の遂行に関して設置され、市等の職員で構成される会

議の構成員の名簿 

イ 市等の職員の職務に係る研修に関して作成された名簿 

ウ 市の機関の職員の身分証明書、立入検査証、徴税吏員証等特定の職務に従事
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する職員であることを証する書類の交付台帳 

エ 庁内の会議室等の利用申込簿等実施機関の組織内部又は市等の機関相互の申

込手続等に使用される書類 

オ 時間外休日勤務受命票、旅行命令簿等定められた様式により作成され、専ら

市の職員の職務の遂行に関する個人情報が記録された書類 

カ その他上記に類する行政文書等 

(２) 条例第16条第２項第２号関係 

ア 人事台帳等市の機関の職員（職員であった者を含む。以下同じ。）の人事に

関するものが記録された書類 

イ 職員給与台帳、期末・勤勉手当支給内訳書等市の機関の職員の給与又は手当

に関するものが記録された書類 

ウ 健康相談実施書類等市の機関の職員の衛生管理に関するものが記録された書

類 

エ その他上記に類する行政文書等 

（開示請求書） 

第８条 条例第18条第１項の規定による開示の請求は、個人情報開示請求書（第４号

様式）により行うものとする。 

（本人確認に必要な書類等） 

第９条 条例第18条第２項、条例第28条第３項、条例第31条第３項及び条例第39条第

２項に規定する保有個人情報の本人であることを確認するために必要な書類で実施

機関が定めるものは、自動車又は原動機付自転車の運転免許証、旅券その他これら

に類するものとして市長が認める書類とする。 

２ 代理人が本人に代わって保有個人情報の開示若しくは訂正の請求又は利用停止の

請求をするときは、当該代理人は、代理人本人であることを確認するために必要な

書類として市長が認めるもの及び次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

書類を提出し、又は提示しなければならない。 

(１) 法定代理人が請求する場合 戸籍謄本その他の本人との関係を確認するため
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に必要な書類として市長が認めるもの 

(２) 本人の委任による代理人が請求する場合 本人の押印がある委任状及びその

押印した印鑑に係る印鑑登録証明書 

３ 代理人が本人に代わって保有個人情報の開示を受けるときは、当該代理人は、前

項に規定する書類を提示しなければならない。 

（平成27規則26・一部改正） 

（郵送による請求等の申出） 

第１０条 保有個人情報の開示若しくは訂正の請求又は利用停止の請求をしようとす

る者は、病気、身体障害その他やむを得ない理由があるときは、別に定めるところ

により、郵送でその請求をし、又は保有個人情報の開示を受けることを申し出るこ

とができる。 

（開示の請求の特例） 

第１１条 条例第18条第４項の規定により口頭による開示の請求ができる保有個人情

報を定めたときは、定めた内容を告示するものとする。 

（開示決定等の通知） 

第１２条 条例第23条の規定による通知は、保有個人情報の全てを開示する旨の決定

をしたときは個人情報開示決定通知書（第５号様式）により、保有個人情報の一部

を開示する旨の決定をしたときは個人情報一部開示決定通知書（第６号様式）によ

り、保有個人情報の全部を開示しない旨の決定をしたときは個人情報不開示決定通

知書（第７号様式）により、保有個人情報の開示請求を拒否する旨の決定をしたと

きは個人情報開示請求拒否決定通知書（第８号様式）により行うものとする。 

（開示決定等の期間延長の通知） 

第１３条 条例第24条第２項の規定による通知は、個人情報開示決定等期間延長通知

書（第９号様式）により、条例第25条の規定による通知は、個人情報開示決定等期

間特例延長通知書（第10号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第１４条 条例第26条第１項の規定による通知は、個人情報開示請求事案移送通知書
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（第11号様式）により行うものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第１５条 条例第27条第１項の実施機関の定める事項及び同条第２項の規則で定める

事項は、次に掲げる事項（第２号に掲げる事項にあっては、同条第２項に該当する

場合に限る。）とする。 

(１) 開示請求の年月日 

(２) 条例第27条第２項第１号及び第２号の規定の適用の区分並びに当該規定を適

用する理由 

(３) 開示請求に係る保有個人情報に記録されている当該第三者に関する情報の内

容 

(４) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第27条第１項及び第２項の規定による通知は、意見書提出機会付与通知書（第

12号様式）により行うものとする。 

３ 条例第27条第１項及び第２項の規定により提出される意見書は、開示決定等に係

る意見書（第13号様式）により行うものとする。 

４ 条例第27条第３項の規定による通知は、個人情報開示通知書（第14号様式）によ

り行うものとする。 

（電磁的記録の開示方法） 

第１６条 条例第28条第１項の規定で定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の

種類に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。ただし、第１号及び第

２号アの規定の適用は、全部を開示できるものに限る。 

(１) 録音テープ又はビデオテープ 当該録音テープ若しくはビデオテープを専用

機器により再生したものの視聴又は録音テープ若しくはビデオテープに複写した

ものの交付 

(２) その他の電磁的記録 

ア 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧若しくは視聴又は当該

電磁的記録をフレキシブルディスクカートリッジ若しくは光ディスクに複写し
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たものの交付 

イ 当該電磁的記録を専用機器により用紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

（保有個人情報の閲覧の方法等） 

第１７条 保有個人情報（保有個人情報を複写したもの並びに前条第２号イに規定す

る用紙に出力した物及びこれを複写した物並びに専用機器により再生したものを含

む。以下この条において同じ。）の閲覧又は視聴は、市長の指定する日時及び場所

において行うものとする。 

２ 前項の場合において、保有個人情報の閲覧又は視聴をする者は、当該保有個人情

報を汚損し、又は破損することのないよう丁寧に取り扱わなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定に違反するおそれのある者に対して、保有個人情報の閲覧

又は視聴を中止させ、又は禁止することができる。 

（保有個人情報の写しの交付部数） 

第１８条 保有個人情報の写しの交付の部数は、１件につき１部とする。 

（保有個人情報の写しの交付に要する費用の徴収） 

第１９条 条例第29条第２項の保有個人情報の写しの交付に要する費用は、海老名市

情報公開条例（平成14年条例第32号）の規定による行政文書の写しの交付に要する

費用の例による。 

（訂正の請求書） 

第２０条 条例第31条第１項の規定による請求書の提出は、個人情報訂正請求書（第

15号様式）により行うものとする。 

（訂正の請求に対する決定通知書） 

第２１条 条例第33条第１項の規定による通知は、個人情報訂正決定通知書（第16号

様式）により行い、同条第２項の規定による通知は、個人情報不訂正決定通知書（第

17号様式）により行うものとする。 

（訂正決定等の期間延長の通知） 

第２２条 条例第34条第２項の規定による通知は、個人情報訂正決定等期間延長通知

書（第18号様式）により、条例第35条の規定による通知は、個人情報訂正決定等期
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間特例延長通知書（第19号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第２３条 条例第36条第１項の規定による通知は、個人情報訂正請求事案移送通知書

（第20号様式）により行うものとする。 

（提供先への通知） 

第２４条 条例第37条の規定による通知は、個人情報訂正通知書（第21号様式）によ

り行うものとする。 

（利用停止の請求書） 

第２５条 条例第39条第１項の規定による利用停止の請求は、個人情報利用停止請求

書（第22号様式）により行うものとする。 

（利用停止決定等の通知） 

第２６条 条例第41条第１項の規定による通知は、個人情報利用停止決定通知書（第

23号様式）により行い、同条第２項の規定による通知は、個人情報利用不停止決定

通知書（第24号様式）により行うものとする。 

（利用停止決定等の期間延長の通知） 

第２７条 条例第42条第２項の規定による通知は、個人情報利用停止決定等期間延長

通知書（第25号様式）により、条例第43条の規定による通知は、個人情報利用停止

決定等期間特例延長通知書（第26号様式）により行うものとする。 

（諮問をした旨の通知） 

第２８条 条例第45条第３項の規定による通知は、個人情報保護審査会諮問通知書（第

27号様式）により行うものとする。 

（平成28規則15・一部改正） 

（提出資料等の閲覧等） 

第２９条 条例第52条第２項の規定による閲覧又は写しの交付の請求は、個人情報保

護審査会提出資料等閲覧等請求書（第28号様式）により行うものとする。 

２ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、速やかに、当該請求に対する諾否を

決定し、当該請求の全部を承諾するときは個人情報保護審査会提出資料等閲覧等承



8/44 

諾通知書（第29号様式）により、当該請求の一部を承諾するときは個人情報保護審

査会提出資料等閲覧等一部承諾通知書（第30号様式）により、当該請求の全部を拒

むときに個人情報保護審査会提出資料等閲覧等拒否通知書（第31号様式）により行

うものとする。 

（平成28規則15・一部改正） 

（答申の公表） 

第３０条 条例第55条の規定による答申の公表は、海老名市公告式条例（昭和30年条

例第３号）第４条第３項の例による。 

２ この規則に定めるもののほか、海老名市個人情報保護審査会（以下この項におい

て「審査会」という。）に関し必要な事項は、会長が審査会に諮って別に定める。 

（運用状況の公開） 

第３１条 条例第60条の規定による運用状況の公表は、年度ごとの開示、訂正及び利

用停止の請求の件数、開示、訂正及び利用停止の決定の状況その他の事項について、

市の広報に登載して公表するものとする。 

（出資団体等） 

第３２条 条例第61条の規定で指定するものは、別表に定めるものとする。 

（平成18規則39・一部改正） 

（補則） 

第３３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

（平成22規則12・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に海老名市個人情報保護条例施行規則（以下「旧規則」という。）

の規定によって行われた処分、手続その他の行為でこの規則の施行の際、現に効力

を有するものは、この規則の相当規定によって行われた処分、手続その他の行為と
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みなす。 

３ この規則の施行の際、旧規則に定める様式に基づいて作成した用紙は、なお当分

の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（平成18年８月28日規則第39号） 

この規則は、平成18年９月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月27日規則第９号）抄 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日規則第12号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年５月８日規則第27号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年10月２日規則第26号） 

この規則は、平成27年10月５日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第15号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月29日規則第18号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年12月19日規則第32号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第32条関係） 

（平成18規則39・平成24規則27・一部改正） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 
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○海老名市情報公開条例施行規則 

平成14年11月５日 

規則第31号 

改正 平成15年12月18日規則第37号 

平成18年３月17日規則第９号 

平成18年８月28日規則第39号 

平成24年５月８日規則第27号 

平成28年３月31日規則第15号 

海老名市情報公開条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市長の所管する事務に係る行政文書について、海老名市情報公

開条例（平成14年条例第32号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項

を定める。 

（公開請求書の記載事項等） 

第２条 条例第６条の規定による請求書の提出は、行政文書公開請求書（第１号様式）

により行うものとする。 

２ 条例第６条第１項第３号の規定による実施機関が定める事項は、次に掲げる事項

とする。 

(１) 公開の請求の区分 

(２) 請求者の区分 

(３) 請求者が市政に関わりを有するものにあっては、その内容 

(４) 請求者が市政に関して公開を必要とする理由を明示するものにあっては、そ

の理由 

（公開請求の却下） 

第３条 市長は、条例第６条の規定による行政文書の公開請求を受けた場合において、

当該請求が次の各号のいずれかに該当するときは、当該請求を却下することができ

る。 

参考資料２－２

改正前の旧規則
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(１) 条例第２条第２号ア、イ又はウに規定するものに係る請求であるとき。 

(２) 請求権者以外のものからの請求であるとき。 

(３) 条例第26条に規定する行政文書の公開に係る請求であるとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、却下することにつき相当の理由のあるとき。 

２ 市長は、前項の規定に基づき請求を却下したときは、当該却下に係る行政文書の

公開の請求をしたものに対して、速やかに行政文書公開請求却下通知書（第２号様

式）により通知するものとする。 

（決定の通知） 

第４条 条例第11条の規定による通知は、行政文書の全部を公開する旨の決定をした

ときは行政文書公開決定通知書（第３号様式）により、行政文書の一部を公開する

旨の決定をしたときは行政文書一部公開決定通知書（第４号様式）により、行政文

書の全部を公開しない旨の決定をしたときは行政文書非公開決定通知書（第５号様

式）により行うものとする。 

（決定期間の延長の通知） 

第５条 条例第12条第２項の規定による通知は、行政文書公開決定等期間延長通知書

（第６号様式）により行うものとする。 

２ 条例第12条第３項の規定による通知は、行政文書公開決定等期間特例延長通知書

（第７号様式）により行うものとする。 

（事案の移送の通知） 

第６条 条例第13条第１項の規定による通知は、行政文書公開請求事案移送通知書（第

８号様式）により行うものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第７条 条例第14条第１項及び第２項の規則で定める事項は、次に掲げる事項（第２

号に掲げる事項にあっては、同条第２項に該当する場合に限る。）とする。 

(１) 公開請求の年月日 

(２) 条例第14条第２項第１号及び第２号の規定の適用の区分並びに当該規定を適

用する理由 
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(３) 公開請求に係る行政文書に記録されている当該第三者に関する情報の内容 

(４) 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第14条第１項及び第２項の規定による通知は、意見書提出機会付与通知書（第

９号様式）により行うものとする。 

３ 条例第14条第１項及び第２項の規定により提出される意見書は、公開決定等に係

る意見書（第10号様式）により行うものとする。 

４ 条例第14条第３項の規定による通知は、行政文書公開通知書（第11号様式）によ

り行うものとする。 

（電磁的記録の公開方法） 

第８条 条例第15条第１項の規定による電磁的記録の公開は、次の各号に掲げる電磁

的記録の種類に応じ、当該各号に定める方法により行うものとする。ただし、第１

号及び第２号アの規定の適用は、全部を公開できるものに限る。 

(１) 録音テープ又はビデオテープ 当該録音テープ若しくはビデオテープを専用

機器により再生したものの視聴又は録音テープ若しくはビデオテープに複写した

ものの交付 

(２) その他の電磁的記録 

ア 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧若しくは視聴又は当該

電磁的記録をフレキシブルディスクカートリッジ若しくは光ディスクに複写し

たものの交付 

イ 当該電磁的記録を専用機器により用紙に出力したものの閲覧又は写しの交付 

（行政文書の閲覧の方法等） 

第９条 行政文書（行政文書を複写したもの並びに前条第２号イに規定する用紙に出

力したもの及びこれを複写したもの並びに専用機器により再生したものを含む。以

下この条において同じ。）の閲覧又は視聴は、市長の指定する日時及び場所におい

て行うものとする。 

２ 前項の場合において、行政文書の閲覧又は視聴をする者は、当該行政文書を汚損

し、又は破損することのないよう丁寧に取り扱わなければならない。 
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３ 市長は、前２項の規定に違反するおそれのある者に対して、行政文書の閲覧又は

視聴を中止させ、又は禁止することができる。 

（行政文書の写しの交付部数等） 

第１０条 行政文書の写し又は条例第22条第２項に規定する意見書等の写しの交付の

部数は、１件につき１部とする。 

（平成28規則15・一部改正） 

（行政文書の写しの交付に要する費用の徴収） 

第１１条 条例第16条第２項、第22条第５項及び第27条に規定する写しの交付に要す

る費用は、写しの交付の際に徴収し、その額は、別に定める。 

（平成28規則15・一部改正） 

（審査会に諮問した旨の通知） 

第１２条 条例第18条第３項の規定による通知は、情報公開審査会諮問通知書（第12

号様式）により行うものとする。 

（平成28規則15・一部改正） 

（審査会提出資料等の閲覧等） 

第１３条 条例第22条第２項の規定による閲覧又は写しの交付の請求は、情報公開審

査会提出資料等閲覧等請求書（第13号様式）により行うものとする。 

２ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、速やかに、当該請求に対する諾否を

決定し、当該請求の全部を承諾するときは情報公開審査会提出資料等閲覧等承諾通

知書（第14号様式）により、当該請求の一部を承諾するときは情報公開審査会提出

資料等閲覧等一部承諾通知書（第15号様式）により、当該請求の全部を拒むときは

情報公開審査会提出資料等閲覧等拒否通知書（第16号様式）により行うものとする。 

（平成28規則15・一部改正） 

（任意的な行政文書の公開） 

第１４条 条例第27条に規定する行政文書の公開を申し出ようとする者は、実施機関

に任意的行政文書公開申出書（第17号様式）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定による申出に対する通知は、行政文書の全部を公開するときは任意的
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行政文書公開申出承諾通知書（第18号様式）により、行政文書の一部を公開すると

きは任意的行政文書公開申出一部承諾通知書（第19号様式）により、行政文書の全

部を公開しないときは任意的行政文書公開申出拒否通知書（第20号様式）により行

うものとする。 

（出資団体等の情報公開） 

第１５条 条例第29条第１項に規定する出資団体等は、別表第１に定めるものとする。 

２ 条例第29条第３項に規定する出資団体等は、別表第２に定めるものとする。 

（委任） 

第１６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成14年12月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に海老名市公文書公開条例施行規則（以下「旧規則」という。）

の規定によって行われた処分、手続その他の行為でこの規則の施行の際、現に効力

を有するものは、この規則の相当規定によって行われた処分、手続その他の行為と

みなす。 

３ この規則の施行の際、旧規則に定める様式に基づいて作成した用紙は、なお当分

の間、必要な調整をして使用することができる。 

附 則（平成15年12月18日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年３月17日規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年８月28日規則第39号） 

この規則は、平成18年９月１日から施行する。 

附 則（平成24年５月８日規則第27号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成28年３月31日規則第15号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

別表第１（第15条関係） 

（平成15規則37・平成18規則39・平成24規則27・一部改正） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 

別表第２（第15条関係） 

（平成15規則37・平成18規則39・平成24規則27・一部改正） 

海老名市土地開発公社 

社会福祉法人海老名市社会福祉協議会 

公益社団法人海老名市シルバー人材センター 
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